
パイプライン地上設備（ステーション）における
耐津波補強パネルシステム ANTAPS®

The tsunami safety panel systems for gas governor stations

１ 背景
２０１１年３月の東日本大震災における津波に拠る甚
大な被害を踏まえ、内閣府中央防災会議は同年６月
に「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波
対策に関する専門調査会」において、今後の津波防
災対策の基本的考え方をとりまとめ、津波対策につ
いては全般にわたりその対策を早急に見直し、近い
将来発生が懸念される南海トラフ等の津波に対して
万全に備えなければならないと提言しました１）。
都市ガス事業における地震・防災対策は、「ガス

事業法」及び「災害対策基本法」等による法規制に加
え、大規模な供給停止を伴う大地震が発生する度に
その地震による被害を教訓とした様々な対策を講
じ、地震・防災対策に対する見直しを図ってきまし
た２）。東北地方太平洋沖地震では地震動による被
害が少なかったことから、埋設パイプラインについ
ては現行対策の妥当性が立証されました３）。一方、
パイプライン地上設備（ステーション）についてはガ
ス製造・供給設備が津波襲来によりうけた被害が甚

大であり、津波対策の課題が顕在化しました４）。
新耐震基準に基づいて設計されたガバナステー

ション建屋は大地震に対して倒壊はしないものの、
津波浸水深さが数十センチを超える想定津波荷重に
対しては、建屋の半壊・全壊あるいは流出が懸念さ
れます（図１参照）。

図１ 軽微な建屋（軽量鉄骨造）のイメージ

図２ ANTAPS外観イメージと概要
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図３ 津波の高さと被害との関係（東日本大震災の例）

このような状況を踏まえ、当社は、パイプライン
の重要設備であるガバナステーションの建屋向け
に、安心できる耐津波補強パネルシステムAN-
TAPS を開発しました（図２参照）。

２ 概要
ANTAPSは、ガス供給を停止することなく２m

程度までの津波対策をとることが可能です。耐津波
パネルを用いて既設を囲むように配置される構造体
で、既設に影響を及ぼしません。

３ 耐津波性
ANTAPSは、津波浸水深さ２mをベースに設計
されます。
津波による建物の被害は浸水深さ２m前後を境

に様相が異なり、２m以下の場合、建物が全壊と
なる割合は低下するといわれています（図３参
照）５）。ガス業界の調査によると、南海トラフ巨大
地震、首都直下地震に対して、ガス供給設備におい
て浸水深さレベルは一部を除き１m以下です６）。
ANTAPSはガバナ流出防止等の津波対策として有
用で、需要家へのガス供給機能の早期復旧が可能で
す。

４ 現地設置
ANTAPSは耐津波パネルをユニットとして１×

１～８×８のバリエーションを揃えました。基礎梁
から上は全てボルト接合の乾式工法のため、RC造
にくらべて１／３程度と短い期間で施工することが

可能です。ANTAPS設置後も、耐津波パネルのボ
ルトを取外して機器の搬出入も可能です（図４参
照）。

５ おわりに
ANTAPSは地上設備の規模に合わせた効率的な

耐津波補強の設計、短期間の施工が可能なシステム
です。
当社は、本工法の開発により、顧客のご要望にさ
らに幅広くお応えできるようになりました。

６ 公的登録鵜
⑴ 商標登録 第５８８２２８０号

ANTAPS
⑵ 特許：登録出願中
耐津波構造体
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